
 

 

 

 

 

 

 

第 ５ 章    個別的労使紛争のあっせん 
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第１ 概 要 

  労働者個人と使用者との間で生じた労働関係に関する問題（例えば、解雇、パワハ

 ラ・嫌がらせ、賃金未払など）について、あっせんを行っています。労働者、使用者

 のどちらからでも申請できます。 

 

 ○あっせんの流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【注意事項・参考事項】 
 １ あっせん申請は、いつでも取り下げることができます。 
 ２ 本県労働委員会では、あっせん申請から終結までの目標処理期間を、30日と定めていま
  す。 

 

申請書の提出 
あっせんを申請するときは、あっせん申請書を労働委員

会事務局に提出します。 

あっせん開始の決定 

及び 

あっせん員の指名 

会長があっせん開始の適否を決定します。 

会長があっせん開始を決定した場合は、公益委員、労働

者委員、使用者委員の中からあっせん員を会長が指名しま

す。 

※  本県労働委員会の場合、公労使委員各１名を指名しま

す。 

※  会長があっせんを開始しないと決定した場合は、あっ

せんは開催されず、あっせん手続は終結します。 
 

事務局調査 

申請者及び被申請者に対して、事務局職員が事情を聴取

します。 

さらに、被申請者にはあっせんの諾否も確認します。被

申請者があっせんに応じない場合は、打切りとなります。 

 

あっせんの開催 

あっせん員が労使双方の主張を聴き、労使の主張の対立

を解きほぐし、双方の譲歩を促します。 

そして、労使双方の合意が得られる状況になれば、あっ

せん員があっせん案を示します。 

 

解  決 

又は 

打 切 り 

あっせん員が示すあっせん案に双方が合意すれば、和解

となりあっせんは終結します。 

合意に至らなければ打切りとなります。 
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第２  概  況                                                               

  令和６年の取扱件数は、新規申請５件で、結果は解決２件、打切り３件でした。 

  紛争内容別では、「解雇・雇止め」、「退職」及び「賃金関係」が各２件、「労働

契約」、「懲戒処分」、「労働条件」、「パワハラ・嫌がらせ」及び「その他」が各

１件で、業種別では、「医療、福祉」が２件、「農林、漁業」、「建設業」及び「教

育、学習支援業」が各１件でした。 

 

 １  あっせん事件取扱件数 

係        属 終 結 状 況 

次 

  

年 

 

繰 

 

越 

前 

 

年 

 

繰 

 

越 

新 

 

 

 

 

 

規 

 

計 

 

解      決 
打 

 

 

切 

 

 

り 

取 下 げ 
不 

 

 

開 

 

 

始 

あ自 

っ主 

せ解 

ん決 

中  

あ受 

っ  

せ  

ん  

案諾 

あ指 

っ  

せ名 

ん  

員前 

あ指 

っ  

せ名 

ん  

員後 

 

－ 

 

 

５ 

 

 

５ 

 

 

－ 

 

 

２ 

 

 

３ 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

０ 

 

 

 ２  紛争内容別取扱件数 

解雇 

・ 

雇止め 

退職 賃金関係 労働契約 懲戒処分 労働条件 

パワハラ

・ 

嫌がらせ 

その他 

２ ２ ２ １ １ １ １ １ 

 （注） １件の事件に複数の内容を含む場合があるため、あっせん事件取扱件数と紛争内容

    別取扱件数の合計は一致しない。 

 

 ３  業種別取扱件数                                                

建設業 製造業 
運輸業、 

郵便業 

卸売業、 

小売業 

宿泊業、

飲食 

サービス業 

医療、 

福祉 
サービス業 その他  

 
１ － － － － ２ － ２ 

 （注） その他は、「農業、林業」及び「教育、学習支援業」が各１件。 
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第３ 個別あっせん事件一覧 

事

件

番

号 

申

請

者 

あっせん事項 

申
請
年
月
日 

開
始
年
月
日 

あ
䣬
せ
ん
回
数 

あ
䣬
せ
ん
結
果 

終
結
年
月
日 

所

要

日

数 

あっせ 
ん員 
(公) 
(労) 
(使) 

業

種

別 

６ 
・ 
１ 
号 

労
働
者 

・使用者が安全配慮を怠
った過失責任を認める
こと 

・後遺症及び精神的、経
済的損害に対する補償
金の支払い 

６ 
・ 
３ 
・ 
８ 

６ 
・ 
３ 
・ 
13 

 

０ 

 

打
切
り 

６ 
・ 
３ 
・ 
22 

15 

金丸 
・ 
髙橋 
・ 
税田 

教
育
䣍
学
習
支
援
業 

６ 
・ 
２ 
号 

労
働
者 

・解雇に対しての補償 
・謝罪 

６ 
・ 
８ 
・ 
８ 

６ 
・ 
８ 
・ 
16 

１ 解
決 

６ 
・ 
９ 
・ 
４ 

28 

山口 
・ 
中川 
・ 
工藤 

農
業
䣍
林
業 

６ 
・ 
３ 
号 

労
働
者 

・解雇理由の「懲戒」の
撤回 

・補償金の支払い 

６ 
・ 
10 
・ 
９ 

６ 
・ 
10 
・ 
11 

１ 解
決 

６ 
・ 
11 
・ 
11 

34 

金丸 
・ 
吉岡 
・ 
河野 

建
設
業 

６ 
・ 
４ 
号 

労
働
者 

・減額された手当額を満
額支給すること 

・離職票の離職理由を会
社都合とすること 

・離職票の賃金支払い状
況に満額の手当額を含
めて記載すること 

６ 
・ 
11 
・ 
14 

６ 
・ 
11 
・ 
20 

０ 
打
切
り 

６ 
・ 
12 
・ 
17 

34 

山崎 
・ 
武井 
・ 
関本 

医
療
䣍
福
祉 

６ 
・ 
５ 
号 

労
働
者 

・転籍先で満額支給され
なかった手当額の補償 

６ 
・ 
12 
・ 
３ 

６ 
・ 
12 
・ 
３ 

０ 
打
切
り 

６ 
・ 
12 
・ 
17 

15 

山崎 
・ 
武井 
・ 
関本 

医
療
䣍
福
祉 
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第４ 個別あっせん事件の概要 

 

   令和６年（個）第１号 あっせん事件   

 

申        請   令和６年３月８日 

申   請   者    労働者Ａ 

被 申 請 者  社会福祉法人Ｂ 

あっせん事項    使用者が安全配慮を怠った過失責任を認めること 

         後遺症及び精神的、経済的損害に対する補償金の支払い 

あっせんの結果    令和６年３月22日 打切り 

 

１ 申請の概要 

  Ａは、Ｂが経営する保育施設に約３年間正社員として勤務していた。 

  保育室で玩具の片付け中、園児がプラスチック製のブロックを投げ入れようとした

 ところ、園児と向かい合わせにいたＡの目に当たり負傷した。 

Ａはこの事故の翌日に病院を受診し、労災申請を行った。療養（補償）給付につい

ては支給が認められたが、障害（補償）給付については障害等級に該当する障害が見

られないとのことで不支給となった。その後、Ａは労災の審査請求を行うも棄却され、

申請時は再審査請求中であった。 

  なお、ＡはＢを事故が発生する前から自己都合で退職することが決まっており、事

 故の数週間後に予定どおり退職した。 

  労災の審査請求棄却後、Ａは労働局に、後遺症及び精神的、経済的損害に対する補

償金の支払いを求め、あっせん申請を行ったが、Ｂの不参加により打切りとなった。 

  このため、Ａから勤務中の事故で目を損傷したため、安全配慮を怠った会社側の過

 失責任を認め、後遺症及び精神的、経済的損害に対する補償金の支払いを求めて、あ

 っせん申請がなされた。 

 

２ 当事者の主張 

 (1) 申請者の主張 

  ・ 勤務中の事故で目を損傷したものであり、手術もできず、一生このままの見え

   方なので、補償金の支払いを求める。 

 

 (2) 被申請者の主張 

  ・ Ｂとしては、Ａに対し十分配慮してきており、過失は認められない。 

  ・ 診断書や労災において、事故と損傷の因果関係が認められておらず、補償金の

   支払いには対応できない。 

 

３ あっせんの結果  

  Ｂが不応諾の意思を示し、あっせんに応じる見込みがないと判断したため、あっせ

 んを打ち切った。 
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   令和６年（個）第２号 あっせん事件   

 

申        請   令和６年８月８日 

申   請   者    労働者Ｃ 

被 申 請 者  有限会社Ｄ 

あっせん事項    解雇に対しての補償 

         謝罪 

あっせんの結果    令和６年９月４日 解決 

 

１ 申請の概要 

  Ｃは、Ｄに約18年間正社員として勤務していた。 

  Ｃは、Ｄの子会社である農場に、農場指導として月１、２回程度派遣されるように

なり、農場指導が不要となった後は、Ｄからの依頼で農場内の樹木を伐採していた。

伐採許可期限を過ぎてからも、Ｃは農場の環境整備が必要と称して、週１回程度農場

に出向いていた。 

  Ｃは、Ｄに対し職場改善に関する要望書を提出し、Ｄと話し合いの場が持たれたが、

その際Ｄから、自主退社するよう求められ、Ｃが拒否すると解雇すると言われた。 

  このため、Ｃは解雇される理由はなく、信頼回復が不可能になった事への謝罪と生

 活の保障を求めて、あっせん申請がなされた。 

 

２ 当事者の主張 

 (1) 申請者の主張 

  ・ 要望書をＤに提出し、話し合いの場を設定したが、Ｄから自主退社するよう言

われ、拒否すると解雇と言われた。解雇される理由はなく、生活保障と謝罪をし

て欲しい。 

 

 (2) 被申請者の主張 

  ・ Ｃには就業規則に違反した行為があり自主退職を求めたもの。解雇とは言って

   いない。 

 

３ あっせんの結果 

  事実関係や双方の主張・認識及び解決方法について確認しつつ、和解条件を調整す

 ることを第一に進行することとした。 

  Ｃの「今の状況では復職できない。給与補償と謝罪を求める。」との発言を受け、

 まずＤに対し、復職受け入れの考えを確認したところ、辞めてほしいとの回答があり、

 復職について双方とも否定的であったことから、金銭による解決に向けて調整した。 

  解決金の額をＤに確認したところ、●円までなら検討できるとの回答があった。Ｃ

 からは▲円という金額が示されたことから、ＤにＣの希望が▲円である事を伝えたと

 ころ、一度持ち帰るとの考えが示された。 

  また、Ｄからは、Ｃが保有するＤの株式を本あっせんで一緒に解決したいという要

望があった。Ｃも株式の買い取りについて異存はなかったが、買い取り金額に大きな

開きがあった。 

  謝罪を求められた事に対しては、ＤからもＣのこれまでの行動について不満が伝え
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 られた。  

  調整は難航したが、あっせん員から双方に丁寧な説明・説得を粘り強く行い、Ｄか

 ら解決金▲円を支払うこと、双方が遺憾の意を表すこと、株式についてはあっせん案

 でふれないことで解決に応じる意向が引き出された。 

  これを基に、あっせん員で協議し、「○月○日付で会社都合により退職することを

 相互に確認する」「ＤはＣが行う中退共への退職金支払い請求について協力する」 

 「解決金として▲円を支払う」「あっせんとなった経緯について、両者、遺憾の意を

 表する」等のあっせん案を提示したところ、双方受諾し、事件は解決した。 
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   令和６年（個）第３号 あっせん事件  

 

申        請   令和６年10月９日 

申   請   者    労働者Ｅ 

被 申 請 者  有限会社Ｆ 

あっせん事項    解雇理由の「懲戒」の撤回 
補償金の支払い 

あっせんの結果    令和６年11月11日 解決 

 

１ 申請の概要 

  Ｅは、Ｆに５ヶ月間勤務している正社員（試用期間中）。 

Ｅは、Ｆから口頭で、「Ｅの言動がＦの社員として相応しくない。試用期間満了で

解雇する」旨が伝えられ、その際に○月末までの補償をすること、会社都合にするた

め、失業保険はすぐもらえるはずだということも伝えられた。 

  解雇の通告を受け、Ｅは労働基準監督署に相談し、Ｆに「雇用契約書」や「就業規

則」、「解雇理由証明書」の発行を求めたが、Ｆからは当初提示された金額よりも少

ない給与及び「解雇予告通知書」のみ手渡された。 

  また、「解雇予告通知書」には、就業規則に定める「相手の人格を傷つけかねない

言動により、円滑な職務の遂行を妨げると判断される行為」に該当すると記載があっ

たが、Ｅは身に覚えがなかった。 

  このことから、ＥはＦへ、○月末までの給与相当額の支払いをしてもらえる予定だ

ったこと、就業規則違反はしていないこと、懲戒解雇ではなく、会社都合退職だと聞

いていたことを伝えたが、Ｆは応じてくれなかった。 

  Ｅは、上記に納得できないことから、労働委員会に対し、「解雇理由の『懲戒』の

撤回及び解雇に対しての△ヶ月分の給与相当額の補償金の支払い」をあっせん事項と

するあっせん申請を行った。 

 

２ 当事者の主張 

 (1) 申請者の主張 

   ・ 解雇を通知されたときにＦが約束した○月までの給与相当分を支払うこと。 

・ 就業規則違反による解雇に納得がいかないため、解雇理由の「懲戒」を撤回す

ること。 

 

 (2) 被申請者の主張 

  ・ ○月までの給与相当分を支払うことは発言していない。 

・ 解雇は普通解雇であり、懲戒解雇ではない。 

 
３ あっせんの結果 

  事実関係及び解決の意向について確認するとともに、あっせん申請後にＥがＦに請

求した慰謝料についても、本あっせんで取り扱うかどうかの確認を行い、Ｅ、Ｆ双方

の承諾のもと、慰謝料も含めて今回のあっせんを行うこととなった。 

  「解雇理由を『懲戒』とすることの撤回」は、Ｆは「普通解雇」との認識であり、

Ｅの誤解であることが確認できたため、確認にとどめた。 

  「給与△ヵ月分の支払い請求」については、Ｅ、Ｆの間で認識に違いがあり、また、
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あっせん申請後にＥがＦに請求した慰謝料についても調整が難航した。 

  あっせん員が双方に丁寧な説明、粘り強い説得を行ったところ、Ｆが解決金を支払

うことで解決に向けた合意ができるとの感触が引き出された。 

  これを基に更なる調整等を行い、あっせん員から、「□月□日付けで事業主からの

働きかけにより退職したことを相互に確認する」、「本件解決金として金●円を支払

う」、「本あっせん案に定めるほかは、本件に関し何らの債権債務がないことを相互

に確認」、「本あっせん一切について外部に公表しないことを相互に確認する」等の

あっせん案を提示し、双方がこれを受諾したことから、事件は解決により終結した。 
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   令和６年（個）第４号 あっせん事件  
 

申        請   令和６年11月14日 

申   請   者    労働者Ｇ 

被 申 請 者  社会福祉法人Ｈ 

あっせん事項    減額された手当額を満額支給すること 
離職票の離職理由を会社都合とすること 
離職票の賃金支払い状況に満額の手当額を含めて記載すること 

あっせんの結果    令和６年12月17日 打切り 
 

１ 申請の概要  

  Ｇ（令和６年（個）第５号あっせん事件の申請者と同じ）は医療法人Ｉ（令和６年

（個）第５号あっせん事件の被申請者と同じ）が運営する医療福祉施設に10年ほど前

から正職員として勤務していた。 

Ｇは、Ｉから、施設の運営が赤字のため、運営主体が系列の社会福祉法人Ｈに変更

となるが、勤務条件は従来どおりとの説明を受け、Ｈの雇入れ契約書にサインした。 

その後、○○手当の計算に誤りがあったとして、Ｈ・Ｉから手当額を●円に減額す

る新たな雇入れ契約書にサインするよう求められたが、Ｇは納得がいかずサインしな

かった。 

  しかし、Ｇが給与支払日に給与明細を確認すると、手当額が●円に減額されており、

Ｈに抗議したが訂正されなかったことから、当初の契約書どおりの手当額を支払うよ

うあっせん申請を行った。 
 

２ 当事者の主張 

 (1) 申請者の主張 

  ・ ＩからＨに転籍する際は、手当額の変更はないとの説明があり、Ｈとの新しい

雇用契約書にサインした。 

・ 手当額の計算をＩが間違っていたとの理由で、手当額を●円に減額した雇用契

約書にサインするようＨ・Ｉが求めてきたが、納得いかないのでサインしていな

かったにもかかわらず、Ｈは手当額を●円に減額して支給した。 

・ 手当の満額を、退職する月までに支払って欲しい。 
 

 (2) 被申請者の主張 

  ・ 従前の手当額は計算を誤ったものであり、●円が正当。 

・ ほとんどの職員が減額に同意しており、Ｇのみ従前の手当額を支給することは

できない。 

・ Ｉが手当額の計算ミスに気が付かなかったものであり、説明責任はＩ側にある。 
 

３ あっせんの結果 

  Ｈが、不応諾の意向を示したことから、Ｉも含めてあっせんしないと調整は難しい

と考え、あっせん打切り等の判断は延期し、ＧにＩを対象とするあっせんを行う意向

はないか確認した。 

その後、Ｇは元の雇用主であるＩを被申請者とするあっせん申請を行ったが、Ｉも

不応諾の意思を示したことから、Ｈ・Ｉ双方あっせんに応じる見込みはないと判断し、

あっせんを打ち切った。
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  令和６年（個）第５号 あっせん事件  

 

申        請   令和６年12月3日 

申   請   者    労働者Ｇ 

被 申 請 者  医療法人Ｉ 

あっせん事項    転籍先で満額支給されなかった手当額の補償 

あっせんの結果    令和６年12月17日 打切り 
 

１ 申請の概要 

  Ｇ（令和６年（個）第４号あっせん事件の申請者と同じ）は医療法人Ｉが運営する

医療福祉施設に10年ほど前から正職員として勤務していた。 

Ｇは、Ｉから、施設の運営が赤字のため、運営主体が系列の社会福祉法人Ｈに変更

となるが、勤務条件は従来どおりとの説明を受け、Ｈの雇入れ契約書にサインした。 

その後、○○手当の計算に誤りがあったとして、Ｈ・Ｉから手当額を●円に減額す

る新たな雇入れ契約書にサインするよう求められたが、Ｇは納得がいかずサインしな

かった。 

  しかし、Ｇが給与支払日に給与明細を確認すると、手当額が●円に減額されており、

Ｈに抗議したが訂正されなかったことから、当初の契約書どおりの手当額を支払うよ

うＨを被申請者とするあっせん申請を行った。 

  Ｈが不応諾の意向を示したことから、Ｉも含めてあっせんしないと調整は難しいと

考え、あっせん打切り等の判断は延期し、ＧにＩを対象とするあっせんを行う意向は

ないか確認したところ、Ｇは元の雇用主であるＩを被申請者とするあっせん申請を行

った。 
 

２ 当事者の主張 

 (1) 申請者の主張 

  ・ ＩからＨに転籍する際は、手当額の変更はないとの説明があり、Ｈとの新しい

雇用契約書にサインした。 

・ 手当額の計算をＩが間違っていたとの理由で、手当額を●円に減額した雇用契

約書にサインするようＨ・Ｉが求めてきたが、納得いかないのでサインしていな

かったにもかかわらず、Ｈは手当額を●円に減額して支給した。 

・ Ｈが手当を満額支給しないので、Ｉが手当相当額を退職する月まで支払って欲

しい。 

 

 (2) 被申請者の主張 

  ・ 従前の手当額は計算を誤ったものであり、●円が正当。 

・ ほとんどの職員が減額に同意しており、Ｇのみ従前の手当額を支給することは

できない。 
 

３ あっせんの結果 

  Ｉが「Ｈが不応諾の意思を示しているため、Ｉのみがあっせんを受けることはでき

ない」と不応諾の意思を示したため、Ｈ・Ｉ双方あっせんに応じる見込みがないと判

断し、あっせんを打ち切った。 


